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１【ファンドの運用状況】

2026年4月30日現在の状況を記載しています。
投資比率とは、純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（１）【投資状況】

ＡＬＡＭＣＯ　リサーチ　日本株オープン
  

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 5,557,315,542 99.23

コール・ローン等、その他の資産(負債控除後) ― 43,038,831 0.77

合計(純資産総額) 5,600,354,373 100.00
 

（参考）朝日ライフ　リサーチ　日本株マザーファンド
  

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 5,462,714,940 98.30

コール・ローン等、その他の資産(負債控除後) ― 94,651,645 1.70

合計(純資産総額) 5,557,366,585 100.00
 

（２）【運用実績】

①【純資産の推移】

ＡＬＡＭＣＯ　リサーチ　日本株オープン
  

期別
純資産総額（円） 1万口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第17計算期間末 (2016年10月19日) 3,015,721,690 3,015,721,690 9,606 9,606

第18計算期間末 (2017年10月19日) 3,073,230,513 3,829,105,314 10,164 12,664

第19計算期間末 (2018年10月19日) 3,648,186,765 3,744,841,112 10,002 10,267

第20計算期間末 (2019年10月21日) 3,482,244,976 3,482,244,976 9,290 9,290

第21計算期間末 (2020年10月19日) 3,646,277,002 3,646,277,002 9,776 9,776

第22計算期間末 (2021年10月19日) 3,853,843,133 4,372,906,956 10,394 11,794

第23計算期間末 (2022年10月19日) 4,139,774,442 4,139,774,442 9,908 9,908

第24計算期間末 (2023年10月19日) 4,192,021,674 4,899,825,038 10,068 11,768

第25計算期間末 (2024年10月21日) 4,279,461,833 4,830,662,615 10,093 11,393

第26計算期間末 (2025年10月20日) 4,558,070,642 5,258,750,131 10,408 12,008

2025年 4月末日 4,446,180,983 ― 10,178 ―

　　　 5月末日 4,648,238,758 ― 10,659 ―

　　　 6月末日 4,700,901,010 ― 10,831 ―

　　　 7月末日 4,824,451,481 ― 11,106 ―

　　　 8月末日 4,985,511,645 ― 11,518 ―

　　　 9月末日 5,113,289,264 ― 11,868 ―

　　　10月末日 4,912,450,772 ― 10,807 ―

　　　11月末日 5,048,455,079 ― 11,091 ―

　　　12月末日 5,016,348,562 ― 11,054 ―
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2026年 1月末日 5,203,068,499 ― 11,450 ―

　　　 2月末日 5,866,972,831 ― 12,936 ―

　　　 3月末日 5,213,130,457 ― 11,326 ―

　　　 4月末日 5,600,354,373 ― 12,429 ―
 

②【分配の推移】

ＡＬＡＭＣＯ　リサーチ　日本株オープン
  

期 計算期間 1万口当たりの分配金（円）

第17計算期間 2015年10月20日～2016年10月19日 0

第18計算期間 2016年10月20日～2017年10月19日 2,500

第19計算期間 2017年10月20日～2018年10月19日 265

第20計算期間 2018年10月20日～2019年10月21日 0

第21計算期間 2019年10月22日～2020年10月19日 0

第22計算期間 2020年10月20日～2021年10月19日 1,400

第23計算期間 2021年10月20日～2022年10月19日 0

第24計算期間 2022年10月20日～2023年10月19日 1,700

第25計算期間 2023年10月20日～2024年10月21日 1,300

第26計算期間 2024年10月22日～2025年10月20日 1,600
 

③【収益率の推移】

ＡＬＡＭＣＯ　リサーチ　日本株オープン
  

期 計算期間 収益率（％）

第17計算期間 2015年10月20日～2016年10月19日 △4.0

第18計算期間 2016年10月20日～2017年10月19日 31.8

第19計算期間 2017年10月20日～2018年10月19日 1.0

第20計算期間 2018年10月20日～2019年10月21日 △7.1

第21計算期間 2019年10月22日～2020年10月19日 5.2

第22計算期間 2020年10月20日～2021年10月19日 20.6

第23計算期間 2021年10月20日～2022年10月19日 △4.7

第24計算期間 2022年10月20日～2023年10月19日 18.8

第25計算期間 2023年10月20日～2024年10月21日 13.2

第26計算期間 2024年10月22日～2025年10月20日 19.0

第27中間計算期間 2025年10月21日～2026年 4月20日 18.8
 

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期間の直前の
計算期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得
た数に100を乗じた数です。
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２【設定及び解約の実績】

ＡＬＡＭＣＯ　リサーチ　日本株オープン
  

期 計算期間 設定口数（口） 解約口数（口）

第17計算期間 2015年10月20日～2016年10月19日 362,847,141 168,802,146

第18計算期間 2016年10月20日～2017年10月19日 133,583,357 249,514,347

第19計算期間 2017年10月20日～2018年10月19日 900,955,641 277,120,970

第20計算期間 2018年10月20日～2019年10月21日 298,779,833 197,887,610

第21計算期間 2019年10月22日～2020年10月19日 237,569,874 256,005,733

第22計算期間 2020年10月20日～2021年10月19日 257,698,216 279,889,719

第23計算期間 2021年10月20日～2022年10月19日 670,351,955 199,574,270

第24計算期間 2022年10月20日～2023年10月19日 222,643,432 237,470,651

第25計算期間 2023年10月20日～2024年10月21日 930,246,965 853,790,147

第26計算期間 2024年10月22日～2025年10月20日 838,083,952 698,843,162

第27中間計算期間 2025年10月21日～2026年 4月20日 840,656,164 710,555,184
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３【ファンドの経理状況】

　当ファンドの中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令
第59号）ならびに同規則第284条および第307条の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12
年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

　なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

　当ファンドは、金融商品取引法第193 条の2 第１項の規定に基づき、第27期中間計算期間（2025年10月21日
から2026年4月20日まで）の中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による中間監査を受けておりま
す。
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【ＡＬＡＭＣＯ　リサーチ　日本株オープン】

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第26期
（2025年10月20日現在）

第27期中間計算期間
（2026年 4月20日現在）

資産の部

流動資産

金銭信託 255,981 217,105

コール・ローン 195,753,673 97,030,514

親投資信託受益証券 4,362,433,647 5,527,211,157

未収入金 740,000,000 -

未収利息 1,877 1,595

流動資産合計 5,298,445,178 5,624,460,371

資産合計 5,298,445,178 5,624,460,371

負債の部

流動負債

未払収益分配金 700,679,489 -

未払解約金 129,164 4,276,784

未払受託者報酬 2,628,968 2,865,640

未払委託者報酬 36,805,521 40,118,828

その他未払費用 131,394 143,215

流動負債合計 740,374,536 47,404,467

負債合計 740,374,536 47,404,467

純資産の部

元本等

元本 4,379,246,810 4,509,347,790

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 178,823,832 1,067,708,114

（分配準備積立金） 112,637,918 98,028,885

元本等合計 4,558,070,642 5,577,055,904

純資産合計 4,558,070,642 5,577,055,904

負債純資産合計 5,298,445,178 5,624,460,371
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第26期中間計算期間
自　2024年10月22日
至　2025年 4月21日

第27期中間計算期間
自　2025年10月21日
至　2026年 4月20日

営業収益

受取利息 145,578 409,184

有価証券売買等損益 △123,732,258 934,777,510

営業収益合計 △123,586,680 935,186,694

営業費用

受託者報酬 2,459,854 2,865,640

委託者報酬 34,437,929 40,118,828

その他費用 122,934 143,215

営業費用合計 37,020,717 43,127,683

営業利益又は営業損失（△） △160,607,397 892,059,011

経常利益又は経常損失（△） △160,607,397 892,059,011

中間純利益又は中間純損失（△） △160,607,397 892,059,011

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額 △2,378,589 35,385,201

期首剰余金又は期首欠損金（△） 39,455,813 178,823,832

剰余金増加額又は欠損金減少額 6,272,557 60,727,209

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

6,272,557 60,727,209

剰余金減少額又は欠損金増加額 3,957,255 28,516,737

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

3,957,255 28,516,737

分配金 - -

中間剰余金又は中間欠損金（△） △116,457,693 1,067,708,114
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
  

１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券
　移動平均法に基づき、基準価額により評価しております。

  
２.収益及び費用の計上基準 有価証券売買等損益

　約定日基準で計上しております。
  
３.その他財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項

　当ファンドの中間計算期間は、2025年10月21日から2026年 4月20日までとなって
おります。

  
 

（中間貸借対照表に関する注記）
  

第26期
（2025年10月20日現在）

第27期中間計算期間
（2026年 4月20日現在）

１. 信託財産に係る期首元本額、期
中追加設定元本額及び期中一部
解約元本額

 １. 信託財産に係る期首元本額、期
中追加設定元本額及び期中一部
解約元本額

 

 期首元本額 4,240,006,020円 期首元本額 4,379,246,810円

 期中追加設定元本額 838,083,952円 期中追加設定元本額 840,656,164円

 期中一部解約元本額 698,843,162円 期中一部解約元本額 710,555,184円
２. 計算期間の末日における受益権

の総数
4,379,246,810口２. 中間計算期間の末日における受

益権の総数
4,509,347,790口

３. １単位（１万口）当たりの純資
産額

10,408円３. １単位（１万口）当たりの純資
産額

12,368円

 （１口当たりの純資産額） (1.0408円) （１口当たりの純資産額） (1.2368円)
 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）
該当事項はありません。
   

（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項
  

第26期
（2025年10月20日現在）

第27期中間計算期間
（2026年 4月20日現在）

１.貸借対照表計上額、時価およびその差額 １.中間貸借対照表計上額、時価およびその差額
　貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価し
ているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ
ん。

中間貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評
価しているため、中間貸借対照表計上額と時価との差額はあ
りません。

  
２.時価の算定方法 ２.時価の算定方法
（１）親投資信託受益証券 （１）親投資信託受益証券
　「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載し
ております。

同左

  
（２）コール・ローン等の金銭債権および金銭債務 （２）コール・ローン等の金銭債権および金銭債務
　これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時価
と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま
す。

同左

  
（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 （３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が
異なることもあります。

同左

  
 

　
（デリバティブ取引等に関する注記）
取引の時価等に関する事項
  

該当事項はありません。

    

 

（参考）

　
　当ファンドは、「朝日ライフ　リサーチ　日本株マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中
間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。
　
　なお、以下に記載した状況は監査の対象外となっております。

 

朝日ライフ　リサーチ　日本株マザーファンド
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貸借対照表

（単位：円）

（2025年10月20日現在） （2026年 4月20日現在）

資産の部

流動資産

コール・ローン 57,810,039 35,340,446

株式 4,264,951,450 5,447,248,290

未収入金 734,286,294 -

未収配当金 46,874,356 44,614,221

未収利息 554 580

流動資産合計 5,103,922,693 5,527,203,537

資産合計 5,103,922,693 5,527,203,537

負債の部

流動負債

未払金 1,502,107 -

未払解約金 740,000,000 -

流動負債合計 741,502,107 -

負債合計 741,502,107 -

純資産の部

元本等

元本 1,095,868,581 1,153,424,699

剰余金

剰余金又は欠損金（△） 3,266,552,005 4,373,778,838

元本等合計 4,362,420,586 5,527,203,537

純資産合計 4,362,420,586 5,527,203,537

負債純資産合計 5,103,922,693 5,527,203,537

注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
  

１.有価証券の評価基準及び評価方法 株式
　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。
　時価評価にあたっては、監査対象ファンドの計算期間末日の金融商品取引所にお
ける最終相場（最終相場のないものについては、それに準ずる価額）、または金融
商品取引業者等から提示される気配相場に基づいて評価しております。

  
２.収益及び費用の計上基準 受取配当金

　原則として、株式の配当落ち日において、その金額が確定している場合には当該
金額、未だ確定していない場合は予想配当金額を計上しております。

  
 有価証券売買等損益

　約定日基準で計上しております。
  

 

　
（貸借対照表に関する注記）
  

（2025年10月20日現在） （2026年 4月20日現在）

１. 監査対象ファンドの期首におけ
る当該親投資信託の元本額、期
中追加設定元本額及び期中一部
解約元本額

 １. 監査対象ファンドの期首におけ
る当該親投資信託の元本額、期
中追加設定元本額及び期中一部
解約元本額

 

 期首元本額 1,226,703,546円 期首元本額 1,095,868,581円

 期中追加設定元本額 99,301,785円 期中追加設定元本額 57,556,118円

 期中一部解約元本額 230,136,750円 期中一部解約元本額 －円
２. 元本の内訳※  ２. 元本の内訳※  
 ＡＬＡＭＣＯ　リサーチ　日本

株オープン
1,095,868,581円 ＡＬＡＭＣＯ　リサーチ　日本

株オープン
1,153,424,699円

３. 監査対象ファンドの計算期間末
日における受益権の総数

1,095,868,581口３. 監査対象ファンドの計算期間末
日における受益権の総数

1,153,424,699口

４. １単位（１万口）当たりの純資
産額

39,808円４. １単位（１万口）当たりの純資
産額

47,920円

 （１口当たりの純資産額） (3.9808円) （１口当たりの純資産額） (4.7920円)
 

（注）※は当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額であります。

（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項
  

（2025年10月20日現在） （2026年 4月20日現在）
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１.貸借対照表計上額、時価およびその差額 １.貸借対照表計上額、時価およびその差額
　貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価し
ているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ
ん。

同左

  
２.時価の算定方法 ２.時価の算定方法
（１）株式 （１）株式
　「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載し
ております。

同左

  
（２）コール・ローン等の金銭債権および金銭債務 （２）コール・ローン等の金銭債権および金銭債務
　これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時価
と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま
す。

同左

  
（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 （３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が
異なることもあります。

同左

  
 

　
（デリバティブ取引等に関する注記）
取引の時価等に関する事項
  

該当事項はありません。
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４【委託会社等の概況】

（１）【資本金の額】

１）資本金：3,000百万円（2026年4月末現在）

２）発行可能株式総数：64,000株

３）発行済株式総数：32,000株

 

（２）【事業の内容及び営業の状況】

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社である当社は、証券投資信託の設定を行うとと

もに、金融商品取引法に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）ならびに受益権の募集または私

募（第二種金融商品取引業）を行っています。また金融商品取引法に定める投資助言業務を行っています。

2026年4月末現在、当社が運用を行っている証券投資信託（親投資信託を除きます。）は以下のとおりです。

 
 
 

種類 本数 純資産総額（百万円）

単位型株式投資信託 9 15,073

追加型株式投資信託 80 999,753

合計 89 1,014,826

 

 

（３）【その他】

①定款の変更等

１）委託会社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

２）委託会社は、事業の全部または一部を譲渡することがあります。

３）委託会社は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあります。

②訴訟事件その他の重要事項

該当事項はありません。
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５【委託会社等の経理状況】

1.　　財務諸表の作成方法について

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号）並びに同規則第2条の規定により「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）

に基づいて作成しております。

 

2.　　監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当事業年度（2025年4月1日から2026年3月31

日まで）の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

 

（１）【貸借対照表】

（単位：千円）

期別
第40期 第41期

（2025年3月31日） （2026年3月31日）

科目
注記
番号

内訳 金額 内訳 金額

（資産の部） 　 　 　 　 　

流動資産 　 　 　 　 　

　　現金・預金 　 　 2,871,356 　 3,138,084

　　有価証券 　 　 - 　 998,595

　　前払費用 ※2 　 116,907 　 89,638

　　未収委託者報酬 　 　 426,267 　 838,550

　　未収運用受託報酬 ※2 　 323,898 　 391,713

　　未収収益 　 　 199 　 1,316

　　その他 　 　 2,528 　 2,158

　　流動資産計 　 　 3,741,158 　 5,460,057

固定資産 　 　 　 　 　

　有形固定資産 　 　 　 　 　

　　建物 ※1 4,605 　 53,521 　

　　器具備品 ※1 23,929 28,534 16,694 70,216

　無形固定資産 　 　 　 　 　

　　電話加入権 　 2,776 　 2,776 　

　　ソフトウェア 　 23,513 26,289 15,594 18,370

　投資その他の資産 　 　 　 　 　

　　投資有価証券 　 998,511 　 501,660 　

　　関係会社株式 　 38,000 　 38,000 　

　　長期差入保証金 ※2 32,103 　 156,152 　

　　繰延税金資産 　 68,033 　 131,650 　

　　その他 　 15,845 1,152,494 15,845 843,309

　　固定資産計 　 　 1,207,318 　 931,896

　資産合計 　 　 4,948,476 　 6,391,953

 
（単位：千円）

期別
第40期 第41期

（2025年3月31日） （2026年3月31日）

科目
注記
番号

内訳 金額 内訳 金額

（負債の部） 　 　 　 　 　

流動負債 　 　 　 　 　

　　預り金 　 　 68,853 　 167,843

　　未払金 　 　 　 　 　

　　　未払手数料 　 113,412 　 238,100 　

　　　その他未払金 ※2 38,846 152,258 171,038 409,139

　　未払費用　 ※2 　 365,296 　 654,766
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　　未払法人税等 　 　 15,332 　 194,836

　　未払消費税等 　 　 54,785 　 206,632

　　賞与引当金 　 　 148,449 　 159,512

　　資産除去債務 　 　 - 　 52,959

　　その他 　 　 - 　 11,102

　　流動負債計 　 　 804,976 　 1,856,792

負債合計 　 　 804,976 　 1,856,792

（純資産の部） 　 　 　 　 　

株主資本 　 　 　 　 　

　資本金 　 　 3,000,000 　 3,000,000

　資本剰余金 　 　 　 　 　

　　資本準備金 　 524,000 524,000 524,000 524,000

　利益剰余金 　 　 　 　 　

　　利益準備金 　 226,000 　 226,000 　

　　その他利益剰余金 　 　 　 　 　

　　　繰越利益剰余金 　 393,549 619,549 784,914 1,010,914

　　株主資本合計 　 　 4,143,549 　 4,534,914

　評価・換算差額等 　 　 　 　 　

　　その他有価証券評価差額金 　 　 △ 49 　 247

　　評価・換算差額等合計 　 　 △ 49 　 247

純資産合計 　 　 4,143,500 　 4,535,161

負債・純資産合計 　 　 4,948,476 　 6,391,953

 

（２）【損益計算書】

（単位：千円）

　 第40期 第41期

期別 （自 2024年4月 1日 （自 2025年4月 1日

 　至 2025年3月31日） 　至 2026年3月31日）

科目
注記
番号

内訳 金額 内訳 金額

営業収益 　 　 　 　 　

　委託者報酬 　 3,972,829 　 7,006,521 　

　運用受託報酬 　 1,608,804 5,581,634 1,558,311 8,564,833

営業費用 ※1 　 　 　 　

　支払手数料 　 　 1,155,774 　 2,338,439

　広告宣伝費 　 　 32,963 　 53,267

　公告費 　 　 200 　 200

　調査費 　 　 　 　 　

　　調査費 　 718,328 　 774,509 　

　　委託調査費 　 2,031,828 　 3,115,314 　

　　図書費 　 859 2,751,016 497 3,890,321

　営業雑経費 　 　 　 　 　

　　通信費 　 2,587 　 2,608 　

　　印刷費 　 24,501 　 28,622 　

　　協会費 　 5,149 　 4,978 　

　　諸会費 　 3,563 　 3,695 　

　　その他営業雑経費 　 540 36,342 201 40,106

　営業費用計 　 　 3,976,297 　 6,322,334

一般管理費 ※1 　 　 　 　

　給料 　 　 　 　 　

　　役員報酬 　 79,402 　 93,490 　

　　給料・手当 　 765,315 　 759,549 　

　　賞与 　 23,317 868,035 126,874 979,914

　交際費 　 　 6,009 　 7,132

　寄付金 　 　 14,186 　 29,264

　旅費交通費 　 　 14,942 　 18,054
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　租税公課 　 　 34,820 　 43,081

　不動産賃借料 　 　 96,913 　 95,489

　退職給付費用 　 　 51,054 　 38,498

　福利厚生費 　 　 139,431 　 155,438

　賞与引当金繰入 　 　 127,226 　 137,290

　固定資産減価償却費 　 　 15,601 　 22,518

　諸経費 　 　 130,901 　 168,506

　一般管理費計 　 　 1,499,123 　 1,695,188

営業利益 　 　 106,214 　 547,309

営業外収益 　 　 　 　 　

　受取配当金 ※1 　 59,160 　 57,630

　有価証券利息 　 　 3,244 　 6,657

　受取利息 　 　 153 　 508

　受取賃借料 　 　 11,254 　 10,712

　為替差益 　 　 636 　 11,949

　雑収入 　 　 240 　 289

　営業外収益計 　 　 74,689 　 87,748

営業外費用 　 　 　 　 　

　雑損失 　 　 0 　 53

　営業外費用計 　 　 0 　 53

経常利益 　 　 180,903 　 635,004

特別利益 　 　 　 　 　

　投資有価証券売却益 　 　 5 　 7

　特別利益計 　 　 5 　 7

特別損失 　 　 　　 　

　固定資産除却損 ※2 　 0 　 1,590

　投資有価証券売却損 　 　 - 　 9,165

　移転関連費用 ※3 　 - 　 11,102

　特別損失計 　 　 0 　 21,857

税引前当期純利益 　 　 180,909 　 613,154

法人税、住民税及び事業税 　 33,396 　 235,542 　

法人税等調整額 　 9,147 42,543 △ 63,752 171,790

当期純利益 　 　 138,366 　 441,364

 

（３）【株主資本等変動計算書】

第40期（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日） （単位：千円）

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・
換
算差額
等
合計

資本準
備金

資本剰余
金合計

利益準
備金

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計繰越利益
剰余金

当期首残高 3,000,000 524,000 524,000 226,000 455,183 681,183 4,205,183 △0 △0 4,205,182

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　
△

200,000
△

200,000
△200,000 　 　 △200,000

　当期純利益 　 　 　 　 138,366 138,366 138,366 　 　 138,366

　株主資本以外の項
目
　の当期変動額（純
額）

　 　 　 　 　 　 　 △48 △48 △48

当期変動額合計 　 　 　 　 △61,633 △61,633 △61,633 △48 △48 △61,682

当期末残高 3,000,000 524,000 524,000 226,000 393,549 619,549 4,143,549 △49 △49 4,143,500

 

第41期（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日） （単位：千円）

株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金
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　 資本金

資本準
備金

資本剰余
金合計

利益準
備金

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・
換
算差額
等
合計

純資産
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 3,000,000 524,000 524,000 226,000 393,549 619,549 4,143,549 △49 △49 4,143,500

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 △50,000 △50,000 △50,000 　 　 △50,000

　当期純利益 　 　 　 　 441,364 441,364 441,364 　 　 441,364

　株主資本以外の項
目
　の当期変動額（純
額）

　 　 　 　 　 　 　 296 296 296

当期変動額合計 　 　 　 　 391,364 391,364 391,364 296 296 391,661

当期末残高 3,000,000 524,000 524,000 226,000 784,914 1,010,914 4,534,914 247 247 4,535,161

 

注記事項

重要な会計方針

1．有価証券の評価基準及び評価方法 (1)満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(2)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(3)その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

：期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

市場価格のない株式等

：移動平均法による原価法

2．固定資産の減価償却方法 (1)有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物
(建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物6年～24年、器具備品4年～15年でありま
す。

(2)無形固定資産

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（5年）に基づいております。

3．引当金の計上基準 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち、
当期の負担額を計上しております。

4．収益及び費用の計上基準 (1)委託者報酬

投資信託運用サービスの提供については、契約期間にわたり均一のサー
ビスを提供するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充足され
ると判断しており、役務を提供する期間にわたり収益を認識しておりま
す。

(2)運用受託報酬

投資一任口座又は投資助言口座の運用サービスの提供については、契約
期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、時の経過に応
じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわた
り収益を認識しております。

(3)成功報酬

成功報酬については、対象となる投資一任口座の特定のベンチマーク又
はその他のパフォーマンス目標を上回る超過運用益に対する一定割合と
して認識されます。当該報酬は成功報酬を受領する権利が確定した段階
で収益として認識しております。

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への
換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理しております。

 

表示方法の変更
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　前事業年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「為替差益」は、金額的重要性が増したため、当事
業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の組替えを行ってお
ります。
　この結果、前事業年度の「営業外収益」の「雑収入」に表示していた876千円は、「為替差益」636千円、「雑収入」
240千円として組み替えております。

 

会計上の見積りの変更

　当社事務所の不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務として計上していた資産除去債務について、解体費用平均単価
等の新たな情報の入手に伴い、原状回復費用及び使用見込期間に関して見積りの変更を行っております。これによっ
て、原状回復費用の見積り額は、賃貸借契約に関連する敷金の額を上回ることとなり、不動産賃貸借契約に伴う原状回
復義務として償却を行っていた従来の簡便的な取り扱いによる処理が認められなくなったため、当該事務所について
は、当事業年度より原則的な取り扱いによる処理に変更しております。
　この見積りの変更に伴い、資産除去債務を52,911千円計上し、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利
益はそれぞれ5,338千円減少しております。

 

未適用の会計基準等

当事業年度末までに公表されているものの、適用されていない主な会計基準等は、以下のとおりです。

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日）等

　

（1）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手のすべての
リースについて資産および負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検討
が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号のすべての定め
を採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを
個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。
　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナンス・
リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、すべてのリースについて使用権資産に係る減価償却
費およびリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

　

（2）適用予定日

　2027年度の期首より適用予定です。

　

（3）当該会計基準等の適用による影響

　当該会計基準等を適用することによる影響は評価中です。

 

注記事項

（貸借対照表関係）

（単位：千円）

項目
第40期 第41期

（2025年3月31日） （2026年3月31日）

※1 有形固定資産の減価償却累計額   

建物 44,303 47,131

器具備品 150,222 125,495

※2 関係会社に対する資産及び負債   

前払費用 6,106 6,106

未収運用受託報酬 4,528 4,820

長期差入保証金 28,156 27,611

未払金 6,496 49,668

未払費用 8,238 8,411

 

（損益計算書関係）

（単位：千円）

 第40期 第41期

項目 （自　2024年4月 1日 （自　2025年4月 1日

 　至　2025年3月31日） 　至　2026年3月31日）

※1 関係会社との取引に係るもの   

営業費用 187,317 183,382

一般管理費 229,200 229,489

受取配当金 59,160 57,630

※2 固定資産除却損の内訳   
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器具備品 0 1,590

※3 移転関連費用  当社事務所移転日から解約日までの期
間に係る賃借料及び共益費相当額を計
上しております。

 -

  

 

（株主資本等変動計算書関係）

第40期（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）

1.発行済株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式     

　普通株式 32,000 - - 32,000

合計 32,000 - - 32,000

 

2.配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額（円） 1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年6月20日
定時株主総会

普通株式 200,000,000 6,250 2024年3月31日 2024年6月21日

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額（円）

配当の原資 1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年6月23日
定時株主総会

普通株式 50,000,000 利益剰余金 1,562 2025年3月31日 2025年6月24日

 

第41期（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日）

1.発行済株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式     

　普通株式 32,000 - - 32,000

合計 32,000 - - 32,000

 

2.配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額（円） 1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年6月23日
定時株主総会

普通株式 50,000,000 1,562 2025年3月31日 2025年6月24日

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額（円）

配当の原資 1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

2026年6月22日
定時株主総会

普通株式 784,896,000 利益剰余金 24,528 2026年3月31日 2026年6月23日

 

（金融商品関係）

1.金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社は、第二種金融商品取引業（委託者指図型投資信託の受益権の募集または私募に係る業務）、投

資助言・代理業（投資顧問契約に係る業務）及び投資運用業（投資一任契約に係る業務及び投資信託に

係る業務）を営んでおります。
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　当社の金融商品に対する取組方針に関しましては、資産運用を行うに当たっては、会社経営の社会

性・公共性の観点から問題を生ぜしめないように十分な配慮を行い、財務健全性の見地からリスク分散

を図るとともに、経営体力に見合ったものとするよう定めております。

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　当社が保有する金融商品には、地方債等、関係会社株式及び投資信託が含まれております。これら

は、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制

　当社の金融商品に係るリスク管理体制に関しましては、対象となる運用資産、取引、コンプライアン

スチェック等を定めるとともに、実際に保有する金融商品については、定期的に発行体の財務状況、時

価等を把握し、保有状況を見直すよう努めております。

 

2.金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、市場価格のない株式は、次表

には含めておりません（（注2）参照）。また、現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未

払費用は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略してお

ります。

 

第40期（2025年3月31日） （単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券 　 　 　

　満期保有目的の債券 997,083 985,500 △ 11,583

　その他有価証券 1,428 1,428 -

合計 998,511 986,928 △ 11,583

 

第41期（2026年3月31日） （単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　満期保有目的の債券 1,498,595 1,482,250 △ 16,345

　その他有価証券 1,660 1,660 -

合計 1,500,256 1,483,910 △ 16,345

（注1）投資有価証券に関する事項

保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

 

（注2）市場価格のない株式の貸借対照表計上額は次のとおりであり、上表には含めておりません。

（単位：千円）

区分 2025年3月31日 2026年3月31日

非上場株式 38,000 38,000

 

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

第40期（2025年3月31日） （単位：千円）

　 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

　現金・預金 2,871,356 - - -

　未収委託者報酬 426,267 - - -

　未収運用受託報酬 323,898 - - -

　投資有価証券     

　　満期保有目的の債券     

　　　国債・地方債等 - 1,000,000 - -
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合計 3,621,522 1,000,000 - -

 

第41期（2026年3月31日） （単位：千円）

　 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

　現金・預金 3,138,084 - - -

　未収委託者報酬 838,550 - - -

　未収運用受託報酬 391,713 - - -

　有価証券及び投資有価証券     

　　満期保有目的の債券     

　　　国債・地方債等 1,000,000 500,000 - -

合計 5,368,348 500,000 - -

 

3.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて以下の３つのレベルに

分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産

 

第40期（2025年3月31日）

（単位：千円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

　投資有価証券     

　　その他有価証券     

　　　その他 - 1,428 - 1,428

合計 - 1,428 - 1,428

 

第41期（2026年3月31日）

（単位：千円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

　有価証券及び投資有価証券     

　　その他有価証券     

　　　その他 - 1,660 - 1,660

合計 - 1,660 - 1,660

 

（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産

 

第40期（2025年3月31日）

（単位：千円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

　投資有価証券     
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　　満期保有目的の債券     

　　　国債・地方債等 - 985,500 - 985,500

合計 - 985,500 - 985,500

 

第41期（2026年3月31日）

（単位：千円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

　有価証券及び投資有価証券     

　　満期保有目的の債券     

　　　国債・地方債等 - 1,482,250 - 1,482,250

合計 - 1,482,250 - 1,482,250

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

地方債等は相場価格を用いて評価しております。当社が保有している地方債等は、市場での取引頻度が低く、活

発な市場における相場価格と認められないため、その時価をレベル2の時価に分類しております。

解約等に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な解約制限がない非上場投資信託について

は、基準価額を時価としており、レベル2の時価に分類しております。

 

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

第40期（2025年3月31日） （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を 国債・地方債等 - - -

超えるもの 小計 - - -

時価が貸借対照表計上額を 国債・地方債等 997,083 985,500 △11,583

超えないもの 小計 997,083 985,500 △11,583

合計 997,083 985,500 △11,583

 

第41期（2026年3月31日） （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を 国債・地方債等 - - -

超えるもの 小計 - - -

時価が貸借対照表計上額を 国債・地方債等 1,498,595 1,482,250 △16,345

超えないもの 小計 1,498,595 1,482,250 △16,345

合計 1,498,595 1,482,250 △16,345

 

2.子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式25,500千円、関連会社株式

12,500千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式25,500千円、関連会社株式12,500千円）は、市場

価格がないことから、貸借対照表日における時価及び貸借対照表計上額と当該時価との差額の記載は省略し

ております。

 

3.その他有価証券

第40期（2025年3月31日） （単位：千円）

 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価 その他 500 546 46

を超えるもの 小計 500 546 46

貸借対照表計上額が取得原価 その他 1,000 882 △ 117

を超えないもの 小計 1,000 882 △ 117
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合計 1,500 1,428 △ 71

 

第41期（2026年3月31日） （単位：千円）

 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価 その他 1,300 1,660 360

を超えるもの 小計 1,300 1,660 360

貸借対照表計上額が取得原価 その他 - - -

を超えないもの 小計 - - -

合計 1,300 1,660 360

 

4.事業年度中に売却したその他有価証券

第40期（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日） （単位：千円）

種類 売却額 売却益の合計 売却損の合計

その他 105 5 -

合計 105 5 -

 

第41期（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日） （単位：千円）

種類 売却額 売却益の合計 売却損の合計

その他 6,042 7 9,165

合計 6,042 7 9,165

 

（デリバティブ取引関係）

当社はデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

1.採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、2007年3月より確定拠出年金制度を採用しております。

 

2.退職給付費用の内訳

（単位：千円）

 第40期 第41期

 （自　2024年4月 1日 （自　2025年4月 1日

 　至　2025年3月31日） 　至　2026年3月31日）

確定拠出制度への要拠出額 42,651 38,498

 

（税効果会計関係）

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

（単位：千円）

 第40期 第41期

 （2025年3月31日） （2026年3月31日）

繰延税金資産   

　　　未払事業税等 3,763 15,383

　　　未払事業所税 1,059 1,172

　　　賞与引当金 38,956 43,273

　　　未払賞与 4,292 38,667

　　　未払法定福利費 7,229 13,402

　　　未払寄付金 653 720

　　　税務上の繰延資産 4,426 2,495

　　　未払確定拠出年金掛金 1,107 1,070

　　　未返還投資顧問料 1,221 1,003

　　　未払監査費用 5,301 5,399

　　　資産除去債務 - 16,692
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　　　減価償却超過額 - 196

　　　移転関連費用 - 3,499

　　　敷金 3,623 3,794

　　　その他有価証券評価差額金 21 -

　　　小計　 71,656 146,774

　　　評価性引当額　 △3,623 -

　　　繰延税金資産合計　 68,033 146,774

繰延税金負債   

　　　資産除去費用 - 15,010

　　　その他有価証券評価差額金 - 113

　　　繰延税金負債合計　 - 15,123

繰延税金資産の純額 68,033 131,650

 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった項目別の内訳

（単位：％）

 第40期 第41期

 （2025年3月31日） （2026年3月31日）

法定実効税率 30.62 30.62

　（調整）   

永久に損金に算入されない項目 1.19 0.96

永久に益金に算入されない項目 △9.61 △2.76

住民税均等割 1.27 0.37

評価性引当額の増減 0.15 △0.59

その他 △0.10 △0.59

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.51 28.01

 

3.法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示

　当社は、朝日生命保険相互会社を通算親会社としてグループ通算制度を適用しております。

　これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制

度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日）に従ってお

ります。

 

（持分法損益等）

（単位：千円）

 第40期 第41期

 （自　2024年4月 1日 （自　2025年4月 1日

 　至　2025年3月31日） 　至　2026年3月31日）

関連会社等に対する投資の金額 38,000 38,000

持分法を適用した場合の投資の金額 193,731 193,371

持分法を適用した場合の投資利益の金額 61,419 57,269

 

（資産除去債務関係）

第40期（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）

　当社は不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識しており

ます。当該資産除去債務については負債計上に代えて、不動産貸借契約に関連する敷金の回収が最終的に見

込めないと認められる金額を合理的に見積り、当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっ

ております。

 

第41期（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日）

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの。

１．当該資産除去債務の概要

　当社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
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２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を合理的に見積り、割引率は1.079％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

 

３．当該資産除去債務の総額の増減

（単位：千円）

期首残高 -

見積りの変更による増加額 52,911

時の経過による調整額 47

期末残高 52,959

 

（収益認識に関する注記）

1.収益を分解した情報

（単位：千円）

 第40期 第41期

 （自　2024年4月 1日 （自　2025年4月 1日

 　至　2025年3月31日） 　至　2026年3月31日）

委託者報酬 3,972,829 7,006,521

運用受託報酬 1,608,804 1,558,311

成功報酬（注） - -

合計 5,581,634 8,564,833

（注）成功報酬は、損益計算書において運用受託報酬に含めて表示しております。

 

2.収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針　4．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

す。

 

（セグメント情報等）

〔セグメント情報〕

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

〔関連情報〕

第40期（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）

1.製品及びサービスごとの情報

製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益については、損益計算書に記載しております。

 

2.地域ごとの情報

（1）営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

3.主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称または氏名 営業収益

 朝日生命保険相互会社 664,392

なお、制度上顧客情報を知りえない営業収益については、判定対象から除いております。

 

第41期（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日）

1.製品及びサービスごとの情報
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製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益については、損益計算書に記載しております。

 

2.地域ごとの情報

（1）営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

3.主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

なお、制度上顧客情報を知りえない営業収益については、判定対象から除いております。

 

〔報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報〕

該当事項はありません。

 

〔報告セグメントごとののれん償却額及び未償却残高に関する情報〕

該当事項はありません。

 

〔報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報〕

該当事項はありません。

 

（関連当事者情報）

1.関連当事者との取引

親会社及び法人主要株主等

 

第40期（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
朝日生命保
険相互会社

新宿区 51,000 生命保険業
（被所有）
直接100％

投資顧問契約
に基づく資産
運用受託、役
員の兼任

運用受託報酬 49,309
未収運用
受託報酬

4,528

出向者人件費
の支払、賃借
料・共益費支
払他

229,200
前払費用 6,106

未払金 6,496

 

第41期（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
朝日生命保
険相互会社

新宿区 11,000 生命保険業
（被所有）
直接100％

投資顧問契約
に基づく資産
運用受託、役
員の兼任

運用受託報酬 50,048
未収運用
受託報酬

4,820

出向者人件費
の支払、賃借
料・共益費支
払他

229,489
前払費用 6,106

未払金 49,668

（注）1.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

2.取引条件及び取引条件の決定方針等

投資顧問契約については、一般の顧客と同様の取扱いをしております。

証券投資信託受益証券の募集販売の取引条件については、一般の販売会社と同様の取扱いをしております。

3.営業費用のうち、賃借料・共益費については、朝日不動産管理株式会社が収納事務の代理を行っており、同社

を経由した取引となっております。

 

2.親会社に関する注記

親会社情報
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朝日生命保険相互会社（相互会社であるため上場しておりません）

 

（1株当たり情報）

（単位：円）

項目

第40期 第41期

（自　2024年4月 1日 （自　2025年4月 1日

　至　2025年3月31日） 　至　2026年3月31日）

1株当たり純資産額 129,484.38 141,723.80

1株当たり当期純利益 4,323.94 13,792.64

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

（注）1株当たりの当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

第40期 第41期

（自　2024年4月 1日 （自　2025年4月 1日

　至　2025年3月31日） 　至　2026年3月31日）

損益計算書上の当期純利益 138,366千円 441,364千円

普通株主に帰属しない金額 - -

普通株式に係る当期純利益 138,366千円 441,364千円

普通株式の期中平均株式数 32,000株 32,000株

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

２０２６年６月１９日

朝日ライフ アセットマネジメント株式会社
取　締　役　会　　御中
 

EY新日本有限責任監査法人

東　　京　　事　　務　　所

指定有限責任社員
公認会計士 長　　澤　　茂　　宣

業務執行社員
　  
指定有限責任社員

公認会計士 山　　中　　尚　　平
業務執行社員

 
監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うた

め、「委託会社等の経理状況」に掲げられている朝日ライフ アセットマネジメント株式会

社の２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの第４１期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注

記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、朝日ライフ アセットマネジメント株式会社の２０２６年３月３１日現

在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社か

ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表

及びその監査報告書以外の情報である。

　当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対す

るいかなる作業も実施していない。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及

び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責

任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬に

より発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告

書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準

にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　　上

 

（注） １．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
　　　 ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

２０２６年６月１９日
 

朝日ライフ アセットマネジメント株式会社
　取　締　役　会　　御　中
 

EY新日本有限責任監査法人

東　　京　　事　　務　　所

指定有限責任社員
公認会計士 長　澤　茂　宣  

業務執行社員
 
中間監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うた
め、「ファンドの経理状況」に掲げられているＡＬＡＭＣＯ リサーチ 日本株オープンの２
０２５年１０月２１日から２０２６年４月２０日までの中間計算期間の中間財務諸表、すな
わち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を
行った。
 
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
財務諸表の作成基準に準拠して、ＡＬＡＭＣＯ リサーチ 日本株オープンの２０２６年４月
２０日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（２０２５年１０月２
１日から２０２６年４月２０日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているもの
と認める。
 
中間監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中
間監査を行った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査におけ
る監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、朝日ライフ アセットマネジメント株式会社及びファンドから独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に
準拠して中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中
間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
 
中間財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用
な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的
な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計す
ると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監
査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、
重要な虚偽表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択
及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略
され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの
評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選
択及び適用される。
・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案す
るために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でな
い場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、ファンドは継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
財務諸表の作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財
務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して
有用な情報を表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、経営者に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。
 
利害関係
　朝日ライフ アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員
との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しており
ます。

　　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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